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Ⅰ 地方公会計の統一的な基準による財務書類の概要 

財務書類の作成は、平成12年に貸借対照表等の作成モデルとして旧総務省方式が、平成18年

には基準モデル及び総務省方式改訂モデルが総務省より示され、その作成が推進されてきまし

た。しかし、多くの自治体が固定資産台帳の整備に着手していない状況や、複数のモデルが存

在することによる比較可能性等の課題を解消するため、平成27年１月に総務省は、すべての自

治体に対し、平成29年度までに総務省が公表した「統一的な基準」に基づく財務書類を作成す

ることを要請しました。本市においても平成27年度決算までは総務省方式改定モデルによる財

務書類を作成してきましたが、平成28年度決算からは、統一的な基準により作成しております。 

 

Ⅱ 財務書類４表について 

１ 財務書類４表の内容 

（１）貸借対照表 

会計年度末における行政資源となる所有資産と、負債等の財務状況を示したものです。 

（２）行政コスト計算書 

１年間に行政サービスを提供するために発生したコスト（費用）の内訳を示したものです。 

（３）純資産変動計算書 

   市税や地方交付税、国や県の支出金等で１年間の行政コストがまかなえたかどうかを示し

たものです。 

（４）資金収支計算書 

   １年間で発生した現金の出入りを「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の

３つの性質に区分し、示したものです。 

２ 財務書類４表の関係 

   財務書類の４つの表は、下図の矢印のとおり連動しています。 
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３ 作成基準 

（１）作成方法 

総務省から示された「統一的な基準」による財務書類を作成しています。 

 

（２）対象とする範囲 

   ア 一般会計等財務書類の対象範囲 

      一般会計 

   イ 全体財務書類の対象範囲 

      国民健康保険事業特別会計 

      介護保険事業特別会計 

      後期高齢者医療事業特別会計 

      下水道事業会計 

   ウ 連結財務書類の対象範囲 

      逗子市土地開発公社 

神奈川県後期高齢者医療広域連合 

      株式会社パブリックサービス 

      一般財団法人逗子市渡邊利三奨学金財団 

（３）基準日 

   令和５年度を対象とし、令和６年３月31日を作成基準日としています。出納整理期間にお

ける出納については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

（４）基礎数値 

   一般会計等の歳入歳出データから複式仕訳を作成し、数値として使用しています。 

（５）固定資産の評価方法 

   総務省が示す「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき、取得原価が判明す

るものは取得原価に評価し直すなどの変更を行っています。 
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Ⅲ 財務書類の数値を用いた主な指標 

１ 歳入額対資産比率 ２．８年分 

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたスト

ックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合い

を把握することができ、割合が高いほど社会資本整備が充実していることを表します。 

（算定式） 

・資産合計÷歳入総額（※） 
※歳入総額＝資金収支計算書の各区分の収入＋前年度末資金残高 

 ２ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） ５９．３％ 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出するこ

とにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握す

ることができ、比率が高いほど資産の老朽化が進んでいることを表します。 

（算定式） 

・減価償却累計額÷（有形固定資産－土地等の非償却資産＋減価償却累計額）×１００ 

 ３ 純資産比率 ７２．７％ 

資産全体に対する現世代が負担してきた割合を把握することができ、高い純資産比率は、

現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したものといえます。 

（算定式） 

・純資産合計÷資産合計×１００ 

４ 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） ２４．８％ 

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による形成割合（公

共資産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負

担の程度を把握することができ、比率が低いほど将来世代に対して負担させていないことを

表します。 

（算定式） 

・地方債（※）÷（有形固定資産＋無形固定資産）×１００ 
※地方債＝地方債＋１年以内償還予定地方債 

 ５ 受益者負担の割合（受益者負担比率） ２．７％ 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金

額を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する直接的な

負担の割合を把握することができます。 

（算定式） 

・経常収益÷経常費用×１００ 
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６ 住民１人当たりの指標 

  （１）資産額  １，２６０千円 

（算定式） 

・資産合計÷住民基本台帳人口（※） 
※令和６年３月末日現在の住民基本台帳人口58,293人で算出 

   

（２）負債額    ３４４千円 

（算定式） 

・負債合計÷住民基本台帳人口（※） 
※令和６年３月末日現在の住民基本台帳人口58,293人で算出 

   

（３）行政コスト  ３３０千円 

（算定式） 

・純行政コスト÷住民基本台帳人口（※） 
※令和６年３月末日現在の住民基本台帳人口58,293人で算出 
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【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 67,815,322   固定負債 17,828,270

    有形固定資産 64,358,835     地方債 14,286,159

      事業用資産 39,302,843     長期未払金 -

        土地 27,247,606     退職手当引当金 3,523,256

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 26,761,300     その他 18,855

        建物減価償却累計額 -14,828,876   流動負債 2,242,591

        工作物 39,374     １年内償還予定地方債 1,655,719

        工作物減価償却累計額 -22,087     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 292,531

        航空機 -     預り金 285,593

        航空機減価償却累計額 -     その他 8,747

        その他 - 負債合計 20,070,861

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 105,526   固定資産等形成分 71,680,377

      インフラ資産 24,313,478   余剰分（不足分） -18,291,860

        土地 17,152,342

        建物 5,391,673

        建物減価償却累計額 -4,295,597

        工作物 14,009,715

        工作物減価償却累計額 -8,099,516

        その他 140,099

        その他減価償却累計額 -46,793

        建設仮勘定 61,557

      物品 2,337,645

      物品減価償却累計額 -1,595,131

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 3,456,487

      投資及び出資金 1,071,910

        有価証券 11,784

        出資金 1,060,125

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 121,672

      長期貸付金 -

      基金 2,277,216

        減債基金 -

        その他 2,277,216

      その他 -

      徴収不能引当金 -14,311

  流動資産 5,644,056

    現金預金 1,786,659

    未収金 69,927

    短期貸付金 -

    基金 3,865,055

      財政調整基金 3,865,055

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -77,585 純資産合計 53,388,517

資産合計 73,459,378 負債及び純資産合計 73,459,378

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 19,217,419

    その他 -

  臨時利益 2,393

    資産売却益 2,393

    資産除売却損 15,442

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 19,204,370

  臨時損失 15,442

    災害復旧事業費 -

  経常収益 541,010

    使用料及び手数料 299,946

    その他 241,064

      社会保障給付 4,958,676

      他会計への繰出金 2,265,990

      その他 3,812

        その他 311,763

    移転費用 9,279,909

      補助金等 2,051,431

      その他の業務費用 375,141

        支払利息 56,031

        徴収不能引当金繰入額 7,347

        維持補修費 231,949

        減価償却費 1,210,933

        その他 -

        その他 709,678

      物件費等 5,366,718

        物件費 3,923,836

        職員給与費 3,609,205

        賞与等引当金繰入額 292,531

        退職手当引当金繰入額 112,198

  経常費用 19,745,380

    業務費用 10,465,471

      人件費 4,723,612

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 51,900,984 70,175,101 -18,274,117

  純行政コスト（△） -19,217,419 -19,217,419

  財源 20,704,953 20,704,953

    税収等 14,927,083 14,927,083

    国県等補助金 5,777,870 5,777,870

  本年度差額 1,487,534 1,487,534

  固定資産等の変動（内部変動） 1,505,276 -1,505,276

    有形固定資産等の増加 1,907,643 -1,907,643

    有形固定資産等の減少 -1,226,375 1,226,375

    貸付金・基金等の増加 1,976,100 -1,976,100

    貸付金・基金等の減少 -1,152,091 1,152,091

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 0 0

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,487,534 1,505,276 -17,743

本年度末純資産残高 53,388,517 71,680,377 -18,291,860

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 287,141

本年度歳計外現金増減額 -1,547

本年度末歳計外現金残高 285,593

本年度末現金預金残高 1,786,659

    その他の収入 -

財務活動収支 -488,575

本年度資金収支額 -494,351

前年度末資金残高 1,995,416

本年度末資金残高 1,501,066

  財務活動支出 1,976,540

    地方債償還支出 1,967,792

    その他の支出 8,747

  財務活動収入 1,487,965

    地方債発行収入 1,487,965

    貸付金元金回収収入 20,000

    資産売却収入 2,393

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,269,149

【財務活動収支】

    貸付金支出 20,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,543,604

    国県等補助金収入 447,233

    基金取崩収入 1,073,978

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,812,753

    公共施設等整備費支出 1,907,643

    基金積立金支出 1,885,110

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 2,263,373

  業務収入 20,776,898

    税収等収入 14,915,262

    国県等補助金収入 5,330,637

    使用料及び手数料収入 300,543

    その他の収入 230,457

    移転費用支出 9,279,909

      補助金等支出 2,051,431

      社会保障給付支出 4,958,676

      他会計への繰出支出 2,265,990

      その他の支出 3,812

    業務費用支出 9,233,616

      人件費支出 4,710,037

      物件費等支出 4,155,785

      支払利息支出 56,031

      その他の支出 311,763

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 18,513,525
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 一般会計等財務書類 注記 

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･････････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当なし 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    10年～50年  

工作物  10年～60年  

物品     3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

 



12 

 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末に自己都合により退職した場合に必要となる支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万  

円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいま

す。）なお、現金同等物には、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上

しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等  

該当なし 

 

3 重要な後発事象  

該当なし 
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4 偶発債務  

該当なし 

 

5 追加情報  

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計  

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次のとおりです。  

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― ― 6.6％ ― 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  

該当なし 

    ⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

391,478千円 

内訳 繰越明許費 385,081千円 

継続費の逓次繰越額 6,397千円 

   ⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 基金借入金（繰替運用） 残高 

該当なし 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ

ることが見込まれる金額   13,387,188千円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

将来負担額 22,033,342千円 

充当可能財源等 22,772,359千円 

標準財政規模 13,239,389千円 

算入公債費等の額 1,191,489千円 

 

④ 地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

27,602千円 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

    純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

    ① 固定資産等形成分 

      固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

    ② 余剰分（不足分） 
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      純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

①  基礎的財政収支   861,388千円 

 

    ② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

  業務活動収支 2,263,373 千円 

  投資活動収入の国県等補助金収入 447,233 千円 

  未収債権、未払債務等の増加（減少） △1,690 千円 

  減価償却費 △1,210,933 千円 

  賞与等引当金繰入額（増減額）  △35,950 千円 

  退職手当引当金繰入額（増減額）  22,375 千円 

  徴収不能引当金繰入額（増減額）  16,175 千円 

  資産除売却益（損） △13,049 千円 

純資産変動計算書の本年度差額 1,487,534 千円 

 

③ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

   一時借入金の限度額      14,000,000千円 

   一時借入金に係る利子額           ― 

  

④ 重要な非資金取引 

該当なし 
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【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 82,910,912   固定負債 26,949,659

    有形固定資産 78,358,067     地方債等 17,361,781

      事業用資産 39,302,843     長期未払金 -

        土地 27,247,606     退職手当引当金 3,523,256

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 6,064,621

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 3,296,680

        建物 26,761,300     １年内償還予定地方債等 1,915,846

        建物減価償却累計額 -14,828,876     未払金 776,394

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 39,374     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -22,087     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 310,100

        船舶 -     預り金 285,593

        船舶減価償却累計額 -     その他 8,747

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 30,246,339

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 86,775,967

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -27,022,067

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 105,526

      インフラ資産 34,400,290

        土地 17,167,796

        土地減損損失累計額 -

        建物 6,615,959

        建物減価償却累計額 -4,594,470

        建物減損損失累計額 -

        工作物 26,780,117

        工作物減価償却累計額 -11,868,139

        工作物減損損失累計額 -

        その他 140,099

        その他減価償却累計額 -46,793

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 205,722

      物品 7,986,936

      物品減価償却累計額 -3,332,002

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 4,552,844

      投資及び出資金 1,071,910

        有価証券 11,784

        出資金 1,060,125

        その他 -

      長期延滞債権 250,177

      長期貸付金 -

      基金 3,314,367

        減債基金 -

        その他 3,314,367

      その他 -

      徴収不能引当金 -83,610

  流動資産 7,089,327

    現金預金 2,966,100

    未収金 336,728

    短期貸付金 -

    基金 3,865,055

      財政調整基金 3,865,055

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -78,556

  繰延資産 - 純資産合計 59,753,899

資産合計 90,000,238 負債及び純資産合計 90,000,238

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 33,040,635

    業務費用 12,824,039

      人件費 4,939,090

        職員給与費 3,754,657

        賞与等引当金繰入額 306,359

        退職手当引当金繰入額 112,198

        その他 765,876

      物件費等 7,380,525

        物件費 4,790,709

        維持補修費 302,711

        減価償却費 2,287,105

        その他 -

      その他の業務費用 504,424

        支払利息 81,945

        徴収不能引当金繰入額 38,349

        その他 384,130

    移転費用 20,216,596

      補助金等 15,253,677

      社会保障給付 4,959,108

      その他 3,812

  経常収益 1,309,554

    使用料及び手数料 1,057,448

    その他 252,105

純経常行政コスト 31,731,082

  臨時損失 15,442

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 15,442

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 2,393

    資産売却益 2,393

    その他 -

純行政コスト 31,744,131
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【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 59,091,009 85,520,239 -26,429,230 -

  純行政コスト（△） -31,744,131 -31,744,131 -

  財源 32,572,855 32,572,855 -

    税収等 20,437,891 20,437,891 -

    国県等補助金 12,134,964 12,134,964 -

  本年度差額 828,724 828,724 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,255,727 -1,255,727

    有形固定資産等の増加 2,732,960 -2,732,960

    有形固定資産等の減少 -2,303,143 2,303,143

    貸付金・基金等の増加 2,340,715 -2,340,715

    貸付金・基金等の減少 -1,514,805 1,514,805

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 0 0

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -165,834 - -165,834

  本年度純資産変動額 662,890 1,255,727 -592,837 -

本年度末純資産残高 59,753,899 86,775,967 -27,022,067 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 30,685,631

    業務費用支出 10,469,035

      人件費支出 4,924,306

      物件費等支出 5,079,615

      支払利息支出 81,945

      その他の支出 383,169

    移転費用支出 20,216,596

      補助金等支出 15,253,677

      社会保障給付支出 4,959,108

      その他の支出 3,812

  業務収入 32,888,665

    税収等収入 19,837,617

    国県等補助金収入 11,687,731

    使用料及び手数料収入 1,121,924

    その他の収入 241,393

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 2,203,034

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,336,125

    公共施設等整備費支出 2,145,058

    基金積立金支出 2,171,068

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 20,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,993,542

    国県等補助金収入 612,162

    基金取崩収入 1,358,987

    貸付金元金回収収入 20,000

    資産売却収入 2,393

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,342,584

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,265,929

    地方債等償還支出 2,257,182

    その他の支出 8,747

  財務活動収入 1,701,765

    地方債等発行収入 1,701,765

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 287,141

本年度歳計外現金増減額 -1,547

本年度末歳計外現金残高 285,593

本年度末現金預金残高 2,966,100

財務活動収支 -564,164

本年度資金収支額 -703,714

前年度末資金残高 3,384,221

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,680,507
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 全体会計 注記 

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･････････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当なし 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    10年～50年  

工作物  10年～60年  

物品     3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 
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③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

ただし、公営企業会計においては、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末に自己都合により退職した場合に必要となる支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万  

円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいま

す。）なお、現金同等物には、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理  

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 ただし、公営企業会計においては、税抜方式によって

います。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等  

該当なし 
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3 重要な後発事象  

該当なし 

 

4 偶発債務  

該当なし 

 

5 追加情報  

⑴ 連結対象団体（会計） 

  全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

後期高齢者医療事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

介護保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 - 

 

  ⑵ 出納整理期間 

    地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 なお、出納整理期

間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受

払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

  ⑶ 表示単位未満の取扱い 

   表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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連結会計財務書類 
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【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 83,125,539   固定負債 27,593,853

    有形固定資産 78,361,548     地方債等 18,001,927

      事業用資産 39,302,843     長期未払金 -

        土地 27,247,606     退職手当引当金 3,523,256

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 6,068,671

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 3,322,613

        建物 26,762,920     １年内償還予定地方債等 1,915,846

        建物減価償却累計額 -14,830,497     未払金 786,899

        建物減損損失累計額 -     未払費用 11,535

        工作物 39,743     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -22,457     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 310,100

        船舶 -     預り金 286,160

        船舶減価償却累計額 -     その他 12,074

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 30,916,466

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 87,009,119

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -26,825,629

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 105,526

      インフラ資産 34,400,290

        土地 17,167,796

        土地減損損失累計額 -

        建物 6,615,959

        建物減価償却累計額 -4,594,470

        建物減損損失累計額 -

        工作物 26,780,117

        工作物減価償却累計額 -11,868,139

        工作物減損損失累計額 -

        その他 140,099

        その他減価償却累計額 -46,793

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 205,722

      物品 8,007,533

      物品減価償却累計額 -3,349,118

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 50

      ソフトウェア -

      その他 50

    投資その他の資産 4,763,941

      投資及び出資金 51,610

        有価証券 6,484

        出資金 45,125

        その他 -

      長期延滞債権 250,800

      長期貸付金 -

      基金 4,545,229

        減債基金 -

        その他 4,545,229

      その他 16

      徴収不能引当金 -83,714

  流動資産 7,974,417

    現金預金 3,180,073

    未収金 346,231

    短期貸付金 -

    基金 3,883,580

      財政調整基金 3,883,580

      減債基金 -

    棚卸資産 640,145

    その他 2,992

    徴収不能引当金 -78,604

  繰延資産 - 純資産合計 60,183,490

資産合計 91,099,956 負債及び純資産合計 91,099,956

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 41,186,334

    業務費用 13,117,424

      人件費 5,101,625

        職員給与費 3,912,605

        賞与等引当金繰入額 306,359

        退職手当引当金繰入額 112,198

        その他 770,463

      物件費等 7,416,983

        物件費 4,823,505

        維持補修費 304,009

        減価償却費 2,289,469

        その他 -

      その他の業務費用 598,815

        支払利息 84,185

        徴収不能引当金繰入額 38,436

        その他 476,194

    移転費用 28,068,910

      補助金等 23,105,198

      社会保障給付 4,959,108

      その他 4,605

  経常収益 1,470,885

    使用料及び手数料 1,057,448

    その他 413,437

純経常行政コスト 39,715,449

  臨時損失 19,108

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 15,442

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 3,666

  臨時利益 5,499

    資産売却益 2,393

    その他 3,106

純行政コスト 39,729,058
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【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 59,449,035 85,695,632 -26,246,597 -

  純行政コスト（△） -39,729,058 -39,729,058 -

  財源 40,524,985 40,524,985 -

    税収等 24,654,876 24,654,876 -

    国県等補助金 15,870,109 15,870,109 -

  本年度差額 795,927 795,927 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,204,916 -1,204,916

    有形固定資産等の増加 2,734,003 -2,734,003

    有形固定資産等の減少 -2,304,494 2,304,494

    貸付金・基金等の増加 2,384,713 -2,384,713

    貸付金・基金等の減少 -1,609,306 1,609,306

  資産評価差額 110,600 110,600

  無償所管換等 0 0

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -3,132 -2,029 -1,104 -

  その他 -168,940 - -168,940

  本年度純資産変動額 734,454 1,313,487 -579,032 -

本年度末純資産残高 60,183,490 87,009,119 -26,825,629 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 38,826,889

    業務費用支出 10,757,054

      人件費支出 5,085,972

      物件費等支出 5,113,266

      支払利息支出 84,185

      その他の支出 473,630

    移転費用支出 28,069,835

      補助金等支出 23,105,198

      社会保障給付支出 4,959,108

      その他の支出 5,530

  業務収入 40,998,202

    税収等収入 24,054,602

    国県等補助金収入 15,422,876

    使用料及び手数料収入 1,121,924

    その他の収入 398,800

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 2,171,314

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,388,161

    公共施設等整備費支出 2,146,100

    基金積立金支出 2,222,060

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 20,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,095,025

    国県等補助金収入 612,162

    基金取崩収入 1,445,463

    貸付金元金回収収入 20,000

    資産売却収入 2,393

    その他の収入 15,008

投資活動収支 -2,293,135

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,907,716

    地方債等償還支出 2,897,327

    その他の支出 10,389

  財務活動収入 2,341,910

    地方債等発行収入 2,341,910

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 287,141

本年度歳計外現金増減額 -1,547

本年度末歳計外現金残高 285,593

本年度末現金預金残高 3,180,073

財務活動収支 -565,806

本年度資金収支額 -687,627

前年度末資金残高 3,583,242

比例連結割合変更に伴う差額 -1,136

本年度末資金残高 2,894,479
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 連結会計 注記 

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･････････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの････････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定。） 

イ 市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

個別法による原価法によっています。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    10年～50年  

工作物  10年～60年  

物品     3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 
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③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

該当なし 

② 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

ただし、公営企業会計においては、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末に自己都合により退職した場合に必要となる支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万  

円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 連結資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいま

す。）なお、現金同等物には、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理  

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 ただし、一部の連結対象団体（公営企業会計、株式

会社）においては、税抜方式によっています。 

 

⑼ 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理  

消決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算を

基礎として連結手続を行っています。 
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2 重要な会計方針の変更等  

 該当なし 

 

3 重要な後発事象  

該当なし 

 

4 偶発債務  

該当なし 

 

5 追加情報  

⑴連結対象団体（会計） 

連結会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

逗子市土地開発公社 地方三公社 全部連結 - 

神奈川後期高齢者医療広域連合 広域連合 比例連結 0.93％ 

株式会社パブリックサービス 第三セクター 全部連結 - 

一般財団法人逗子市渡邊利三奨学金財団 第三セクター 全部連結 - 

    「一般財団法人逗子市渡邊利三奨学金財団」は、令和4年度決算より連結対象としています。 

 

  ⑵ 出納整理期間 

    地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 なお、出納整理期

間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受

払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

  ⑶ 表示単位未満の取扱い 

   表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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